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北本市税条例等の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決

処分する。 

 

 

  平成２１年３月３１日 

 

 

北本市長 石 津 賢 治     



北本市税条例等の一部を改正する条例 

 （        ） 

 （北本市税条例の一部改正） 

第１条 北本市税条例（昭和２９年条例第６号）の一部を次のように改

正する。 

第３６条の２第４項中「第５号の５様式」の次に「、第５号の５の

２様式」を加える。 

第３８条第１項中「若しくは第２項」を削る。 

第４７条の２第２項を削り、同条第３項中「第１項の特別徴収対象

年金所得者」を「前項の特別徴収対象年金所得者」に改め、同項を同

条第２項とする。 

第４７条の３中「（同条第２項の規定により給与所得及び公的年金

等に係る所得以外の所得に係る所得割額を特別徴収の方法によって徴

収する場合にあっては、当該所得割額を加算した額とする。以下この

節において同じ。）」を削る。 

第４７条の５第１項中「（同条第２項の規定により当該年金所得に

係る特別徴収税額に加算した所得割額がある場合にあっては、当該所

得割額を控除した額）」を削り、同条第２項中「及び同条第２項」を

削り、「同条第３項」を「同条第２項」に改め、同条第３項中「（同

条第２項の規定により給与所得及び公的年金等に係る所得以外の所得

に係る所得割額を特別徴収の方法によって徴収する場合にあっては、

当該所得割額を加算した額とする。以下この節において同じ。）」と

あるのは「（同項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額をいう。

以下同じ。）」を「前条第１項」とあるのは「第４７条の５第１項」

に改める。 

第５４条第７項中「第１０条の２の９」を「第１０条の２の１０」

に改める。 

第５６条中「第３４８条第２項第９号」の次に「、第９号の２」を

加え、「公益社団法人若しくは公益財団法人、医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第３１条の公的医療機関の開設者若しくは令第４９条

の１０に規定する医療法人」を「医療法（昭和２３年法律第２０５
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号）第３１条の公的医療機関の開設者、令第４９条の１０第１項に規

定する医療法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、一般社団法人

（非営利型法人（法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人

をいう。以下この条において同じ。）に該当するものに限る。）若し

くは一般財団法人（非営利型法人に該当するものに限る。）、社会福

祉法人、独立行政法人労働者健康福祉機構、健康保険組合若しくは健

康保険組合連合会若しくは国家公務員共済組合若しくは国家公務員共

済組合連合会」に改める。 

第５８条の次に次の１条を加える。 

第５８条の２ 法第３４８条第２項第１１号の５の固定資産について

同項本文の規定を受けようとする者は、土地については第１号に、

家屋については第２号及び第３号に、償却資産については第４号及

び第５号に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければな

らない。この場合において、当該固定資産が社会医療法人の所有に

属しないものである場合においては、当該固定資産を社会医療法人

に無料で使用させていることを証明する書面を添付しなければなら

ない。 

⑴ 土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

⑶ 直接救急医療等確保事業に係る業務の用に供し始めた時期 

⑷ 償却資産の所在、種類及び数量並びにその用途 

⑸ 直接救急医療等確保事業に係る業務の用に供し始めた時期 

第５９条中「、第１１号の４」を「から第１１号の５まで」に改め

る。 

第９３条第２項中「民法」の次に「（明治２９年法律第８９号）」

を加える。 

附則第８条第２項第２号中「前条第１項」を「前条」に改める。 

附則第１０条中「、第１５条の３又は第３９条第５項」を「又は第

１５条の３」に、「、第１５条の３、第１６条の２第４項若しくは第

３９条第５項」を「若しくは第１５条の３」に改める。 

附則第１０条の２第４項中「同法第４１条第１項の規定による地方



公共団体の」を「令附則第１２条第２１項第２号に規定する」に改め、

同条第７項中「附則第７条第７項各号」を「附則第７条第８項各号」

に改め、同条第８項中「附則第７条第８項各号」を「附則第７条第９

項各号」に改める。 

附則第１０条の３を削る。 

附則第１１条の見出し中「平成１８年度から平成２０年度まで」を

「平成２１年度から平成２３年度まで」に改める。 

附則第１１条の２の見出しを「（平成２２年度又は平成２３年度に

おける土地の価格の特例）」に改め、同条第１項中「平成１９年度

分」を「平成２２年度分」に、「平成２０年度分」を「平成２３年度

分」に改め、同条第２項中「平成１９年度適用土地」を「平成２２年

度適用土地」に、「平成１９年度類似適用土地」を「平成２２年度類

似適用土地」に、「平成２０年度分」を「平成２３年度分」に改める。 

附則第１１条の３を削る。 

附則第１２条（見出しを含む。）中「平成１８年度から平成２０年

度まで」を「平成２１年度から平成２３年度まで」に改める。 

附則第１２条の２を削る。 

附則第１２条の３の見出し中「平成１５年度から平成１７年度ま

で」を「平成２１年度から平成２３年度まで」に改め、同条中「地方

税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律第９号）附則第１３条

第１項」を「地方税法等の一部を改正する法律（平成２１年法律第９

号）附則第９条第１項」に、「平成１５年度から平成１７年度まで」

を「平成２１年度から平成２３年度まで」に改め、同条を附則第１２

条の２とする。 

附則第１３条（見出しを含む。）及び第１３条の３中「平成１８年

度から平成２０年度まで」を「平成２１年度から平成２３年度まで」

に改める。 

附則第１３条の４を削り、附則第１３条の５を附則第１３条の４と

し、附則第１３条の６を削る。 

附則第１５条の２第１項中「平成１８年度から平成２０年度まで」

を「平成２１年度から平成２３年度まで」に改め、同条第２項中「平



成２１年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改める。 

附則第１６条の４第３項第２号中「第３４条の７第１項前段」を

「第３４条の７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額

並びに附則第１６条の４第１項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額」と、同項前段」に改める。 

附則第１７条第３項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３

４条の７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに

附則第１７条第１項に規定する長期譲渡所得の金額」と、同項前段」

に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「平成２１年度」を「平成２

６年度」に改める。 

附則第１８条第５項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３

４条の７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに

附則第１８条第１項に規定する短期譲渡所得の金額」と、同項前段」

に改める。 

附則第１９条第２項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３

４条の７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに

附則第１９条第１項に規定する株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

同項前段」に改める。 

附則第２０条の２第２項第２号中「第３４条の７第１項前段」を

「第３４条の７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額

並びに附則第２０条の２第１項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額」と、同項前段」に改める。 

附則第２０条の４第２項第２号中「第３４条の７第１項前段」を

「第３４条の７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額

並びに附則第２０条の４第１項に規定する条約適用利子等の額」と、

同項前段」に改め、同条第５項第２号中「第３４条の７第１項前段」

を「第３４条の７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金

額並びに附則第２０条の４第３項に規定する条約適用配当等の額」と、

同項前段」に改める。 

（北本市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 



第２条 北本市税条例の一部を改正する条例（平成２０年条例第２０

号）の一部を次のように改正する。 

附則第１条第２号中「次条第２０項及び第２１項」を「次条第１７

項及び第１８項」に改め、同条第４号中「第１４項まで」を「第１１

項まで」に改め、同条第５号中「次条第１５項から第１９項まで」を

「次条第１２項から第１６項まで」に改める。 

附則第２条中第３項を削り、第４項を第３項とし、第５項を第４項

とし、第６項を第５項とし、同条第７項中「平成２２年１２月３１

日」を「平成２３年１２月３１日」に、「次の各号に掲げる場合の区

分に応じ当該各号に定める金額」を「当該上場株式等に係る課税配当

所得の金額の１００分の１．８」に改め、同項各号を削り、同項を同

条第６項とし、同条中第８項を第７項とし、第９項を第８項とし、同

条第１０項中「（次項及び第１３項において「源泉徴収選択口座内配

当等」という。）」を削り、同項を同条第９項とし、同条中第１１項

を削り、第１２項を第１０項とし、第１３項を削り、第１４項を第１

１項とし、第１５項を第１２項とし、同条第１６項中「平成２２年１

２月３１日」を「平成２３年１２月３１日」に、「平成２０年改正令

附則第７条第１１項」を「地方税法施行令及び国有資産等所在市町村

交付金法施行令の一部を改正する政令（平成２０年政令第１５２号）

附則第７条第１０項」に、「次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該

各号に定める金額」を「上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額（上

場株式等に係る譲渡所得等の金額（次項の規定により読み替えて適用

される新条例附則第１９条第２項の規定により読み替えて適用される

新条例第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）をいう。）の１００分の１．８」に改め、同項各号を削り、同項

を同条第１３項とし、同条第１７項中「附則第２条第１６項」を「附

則第２条第１３項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１８項

中「第１６項」を「第１３項」に改め、同項を同条第１５項とし、同

条第１９項中「第１６項」を「第１３項」に改め、同項を同条第１６

項とし、同条第２０項を同条第１７項とし、同条第２１項中「平成２

２年１２月３１日」を「平成２３年１２月３１日」に改め、同項を同



条第１８項とする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の北本市

税条例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分

は、平成２１年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２

０年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第１０条の２第４項の規定は、この条例の施行の日以後

に新築された同項に規定する貸家住宅に対して課すべき平成２２年度

以後の年度分の固定資産税について適用し、同日前に新築された第１

条の規定による改正前の北本市税条例附則第１０条の２第４項に規定

する貸家住宅に対して課する固定資産税については、なお従前の例に

よる。 


